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育局長通知 抜粋） 

 



1 

◆１ 制度概要 

この事業では、保育士を目指す優秀な学生であって、かつ、家庭の経済的な理由により修学が困難

な学生（独立行政法人日本学生支援機構が実施する第二種奨学金の対象者と同程度の経済的理由によ

り修学が困難な学生）に対して修学資金の貸付けを行います。 

なお、この事業は、国の「保育士修学資金の貸付け等について」及び「保育士修学資金貸付等制度

の運営について」並びに「香川県保育学生修学支援事業実施要綱」及び「香川県保育学生修学支援事

業運営要領」に基づき、国と県の補助金により実施されています。 

 

Ⅰ 貸付対象 
 

貸付けの対象となるのは、次の①から③の要件を満たす学生です。 

① 保育士養成施設の学生 

都道府県知事の指定する保育士を養成する香川県内及び県外の学校その他の施設のうち専修

学校（一般課程）及び各種学校を除く施設（以下「養成施設」といいます。）に在学している方 

  ② 申込時点で香川県内に住民登録をしている学生又は養成施設の学生となった前年度に香川県

内で住民登録をしていた学生 

③ 世帯の収入が下記の基準以内であること 

 

世帯人数 
自宅・自宅

外の区分 

家計支持者が 

給与所得世帯の場合 

家計支持者が 

給与所得以外の世帯の場合 

（万円） （万円） 

２人世帯 
自宅  １，０９２  ６８４ 

自宅外  １，１３９  ７３１ 

３人世帯 
自宅  １，０６５  ６５７ 

自宅外  １，１１２  ７０４ 

４人世帯 
自宅  １，１４９  ７４１ 

自宅外  １，１９６  ７８８ 

５人世帯以上 
自宅  １，４２０ １，０１２ 

自宅外  １，５１４ １，１０６ 

    ※給与所得者・・・・・源泉徴収票の支払金額（税込み） 

※給与所得以外・・・確定申告書等の所得金額（税込み） 

 

Ⅱ 貸付金の額 

・基本   ：50,000円以内／月（最高２４か月分、計 1,200,000円以内、ただし貸付決定を受け

る年度が最終学年の者は、最高１２か月分、計 600,000円以内）。高等教育の修学支

援新制度における授業料等減免の対象となる方は、月額 50,000 円を上限に授業料の

自己負担額の範囲において貸付を行います。 

・入学準備金：200,000円（貸付の初回のみ）（ただし、当該養成施設に入学した日の属する月の

初日から１年（当該養成施設の正規の修学期間が４年の場合にあっては、２年）を経
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過する日までの間に初回の貸付を受ける場合に加算することができます。）。高等教

育の修学支援新制度における授業料等減免の対象となる方は、200,000円を上限に入

学金の自己負担額の範囲において貸付を行います。 

・就職準備金：200,000円（貸付の最終回のみ）（※就職準備金のみの貸付も可能（最終学年の開始

時に限る）） 

合計 1,600,000円以内 ※利子については、無利子とします。 

 その他、生活保護受給世帯の方などに、生活費の一部を加算（生活費加算）して貸し付ける制度も

あります。高等教育の修学支援新制度における給付型奨学金を受給している方は、併願は可能ですが、

併用して生活費加算を受給することはできません。原則として、給付型奨学金が優先となります。 

※生活費加算を希望される場合は、申請者の居住地と年齢によって額が異なりますので、養成施設

の担当者にご照会ください。 

※ただし、生活費加算のみを貸し付けることはできません。 

 

＜参考＞生活費加算の基準額 （第３の３(４)、第８の３(３)関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

Ⅲ 貸付期間 

修学資金の貸付期間は原則として、貸付決定日の属する年度の４月から２年間です。 

※ただし、正規の修学期間が２年間を超える養成施設に在学している場合は、Ⅱの修学資金の額の

うち基本分の２年間（最高２４か月分）に相当する金額（1,200,000 円）の範囲内であれば、正規

の修学期間を貸付期間とすることができます。 

 

 

  

（単位：円） 

年齢 
級 地 区 分 

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 

19歳以下 46,930 45,520 43,640 41,760 41,290 38,950 

20～40 46,930 45,520 43,640 41,760 41,290 38,950 

41～59 46,930 45,520 43,640 41,760 41,290 38,950 

60～69 46,930 45,520 43,640 41,760 41,290 38,950 

70～74  46,460 45,060 43,200 41,350 40,880 38,560 

75歳以上 39,890 38,690 37,100 35,500 35,100 33,110 

※ 級地区分の適用地域については、「生活保護法による保護の基準（昭和 38年厚生省 

告示第 158号）」に準ずる。 
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◆２ 申請要領 

貸付金を希望する方は、必要書類をご準備のうえ、在学する養成施設に申請を行ってください。 

この制度は、貸付制度ですので、返還していただく場合もあります。 

ご利用にあたっては、返還義務を十分理解したうえで申請するようにしてください。 

 

Ⅰ 申請資格 

修学資金の貸付けの対象となるのは、次の①から③の要件を満たす学生です。 

①  香川県内及び県外の保育士養成施設の学生  

 

②  申込時点で香川県内に住民登録をしている学生、又は養成施設の学生となった前年度に香川県

に住民登録をしていた学生 

 

③  世帯の収入が基準以内であること 

※世帯の収入基準は、「１ 制度概要」の「Ⅰ 貸付対象の③」をご覧ください。 

 

Ⅱ 申請書の提出 

修学資金の貸付を受けようとする方は、「保育士修学資金貸付申請書」（運営要領の様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、在学する養成施設に提出してください。 

(１) 世帯に関する届出書（運営要領 様式第１号の２） 

（県外在住者で住民票を転出していない学生は、４その他に下宿先住所を記載してください。） 

(２) 誓約書（運営要領 様式第２号） 

(３) 保育士養成施設の推薦書（運営要領 様式第３号） 

(４) レポート（200字以上 400字以下、様式は任意、手書き）（※１） 

(５) 住民票（申請者及び申請者と生計を一にする世帯員の住民票（謄本）と連帯保証人（住民  

票抄本））（※２） 

 申請者の住所が県外の場合、申請者が養成施設の学生となった前年度に香川県内に住所を有

していたことが分かる書類（住民票、戸籍の附票など）と生計を一にする世帯員の住民票（謄

本）と連帯保証人住民票抄本 

(６) 世帯の収入を証明する書類（源泉徴収票の写し、確定申告書の写し、市町の所得課税証明書等）

（※３） 

(７) 申請世帯における被扶養者が県外在住の学生の場合、被扶養者であることを確認できる書類

（扶養者の源泉徴収票の写し、在学証明書等）（※４） 

(８) 貸付申請者の家庭が、生活保護受給世帯又は生活保護受給世帯に準ずる経済状況である場合、

そのことを証明する次のいずれかの書類（該当する場合のみ）（※５） 

①福祉事務所長等が発行する生活保護受給証明書 

②地方税法第２９５条第１項に基づく市町村民税が非課税であることを証明する書類 

③地方税法第３２３条に基づく市町村民税の減税があることを証明する書類 

④国民年金法第８９条又は第９０条に基づく国民年金の掛金が減免されることを証明する書類 

⑤国民健康保険法第７７条に基づく保険料の減免又は徴収の猶予があることを証明する書類 

(９) その他会長が必要と認める書類（該当する場合のみ）※個別に対応します。 
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（注意事項） 

※１）レポートについて 

【内容】保育士になりたい理由、香川県内の保育所で働きたい理由など、修学資金の貸付を希

望する動機について必ず手書きで書いてください。 

【書式】書式は問いません。200字以上 400字以内で書いてください。 

※２）連帯保証人について 

・独立の生計を営む成年者（扶養されていない成年のこと。）の連帯保証人を２名立てる必

要があります。 

・そのうち、１名は香川県に居住する方でなければなりません。 

・修学資金の貸付を受けようとする方が未成年の場合は、連帯保証人のうちの１名は貸付を 

 受けようとする方の法定代理人（親権者）でなければなりません。 

ただし、貸付を受けようとする方が､児童養護施設、児童自立支援施設、児童心理治療

施設又は自立支援ホームに入所しているなど、法定代理人を保証人として立てられないや

むを得ない事情がある場合はご相談ください。 

 ※３）世帯の収入を証明する書類 

・「世帯の収入」とは、父母双方の収入、またはこれに代わって家計を支えている人の収入

をいいます。具体的には、次のとおりです。 

① 両親がいる世帯の場合は、父母双方の収入の合計。 

② 母子または父子世帯の場合は、母または父の収入。 

③ 父母に代わる人が家計を支えている世帯の場合は、その人の収入。 

・上記の人について、「収入を証明する書類」として次の書類を提出してください。 

①  給与所得者は、令和６年分の源泉徴収票（コピー可）または市町の所得課税証明書 

  ②  確定申告者は、令和６年分の確定申告書（控）のコピー 

 ※４）世帯のうち、本人以外の被扶養者が県外在住の学生の場合、自宅外での通学を確認するた

め、被扶養者であることが記載された源泉徴収票または在学証明書などを提出してください。 

※５）(８)、（９）の書類は、該当される方のみ、提出してください。 
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◆３ 選考方法 

 

Ⅰ 養成施設の推薦 

各養成施設において、家庭の経済状況、学業優秀、レポートの内容、他の給付型奨学金の利用状

況等の観点から、推薦に必要な採点を行った後、養成施設の推薦を受けた方の申請書が、香川県社

会福祉協議会に送付されます。 

 

Ⅱ 香川県社会福祉協議会での選考 

各養成施設からの推薦を経て、香川県社会福祉協議会に設置する「香川県保育士修学資金貸付対

象者審査委員会」にて、家庭の経済状況、学業優秀、レポートの内容、他の給付型奨学金の利用状

況等、総合的な審査を行い決定します。 

 

Ⅲ 結果通知 

香川県社会福祉協議会は、養成施設から推薦のあったすべての方に、選考結果を通知します。あ

わせて、推薦をお願いした養成施設へは、当該養成施設から推薦のあった方の選考結果を一覧にし

てお知らせします。 

採否にかかわらず、香川県社会福祉協議会に提出された書類は返却しませんが、本会が定める個

人情報の取扱いに基づき、適切な処理をさせていただきます。 

 

Ⅳ その他 

貸付決定までに、養成施設から推薦のあった方が要件に該当しなくなった場合や、事故等の特別

な理由から貸付けが不可能となった場合には、速やかに、香川県社会福祉協議会に連絡してくださ

い。 

養成校に対して、審査のため必要な場合、高等教育の修学支援新制度の利用状況等の個人情報を

照会しますのでご了承ください。 

 

連絡先：香川県社会福祉協議会香川県福祉人材センター 保育士修学資金貸付担当 

   電話番号０８７－８３３－０２５０、ＦＡＸ０８７－８６１－５６２２ 
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◆４ 貸付の手続き 

 

Ⅰ 借用書等の提出 

修学資金の貸付決定を受けた方は、８月中に面談を行い、貸付に係る説明を受けた後、香川県社

会福祉協議会の指導に従い、「保育士修学資金振込口座申請書」（運営要領 様式第４号）、決定した

全額についての「保育士修学資金借用書」（様式第５号）等を提出してください。 

 

 

Ⅱ 修学資金の交付 

修学資金の交付は、原則年２回（卒業年度においては原則３回）とし、「保育士修学資金振込口座

申請書」で申請のあった口座へ振り込みます。 

なお、振込みは、在学証明書等で在学の確認ができた方を対象とさせていただきますので、各回

の振込み前には在学証明書等の提出をお願いします。 

 

 

Ⅲ 貸付契約の解除 

修学資金を借り受けている方が、次のいずれかに該当する場合は、修学資金の貸付契約を解除し

ます。 

➢ 運営要領第２貸付対象等に規定する者でなくなったとき。 

➢ 心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。 

➢ 学業の成績及び素行が著しく不良になったと認められるとき。 

➢ 死亡したとき。 

➢ その他修学資金の貸付の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。 

 

Ⅳ 出席状況の確認 
 年 1 回、出席状況のわかる書類又は成績通知書の写し若しくは成績証明書の提出をお願いします。 

 

 

 

  〇６月・・・・・申請受付 

〇７月・・・・・審査 

〇８月・・・・・決定通知等発送 

        貸付決定者の契約面談（養成学校又は香川県福祉人材センターにて実施） 

        ※面談には、申請者、連帯保証人２名の全員に同席をお願いしています。 

〇９月・・・・・前期分の貸付金送金 

〇10月・・・・ 在学証明書の提出後、後期分の貸付金送金 

＜貸付までのおおまかなスケジュール＞ 
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◆５ 修学資金の返還免除 

次のような場合には、返還金の全部または一部が免除されます。 

 

Ⅰ 返還の当然免除 

 養成施設を卒業した日から１年以内に保育士登録を行い、かつ、次の要件のいずれかに該当する

場合、返還を免除することができます。 

➢ 県内の保育所、認定こども園、預かり保育を常時実施している幼稚園等（※）において、５年

間、業務に従事したとき。（ただし、過疎地域、離島及び中山間地域等において業務に従事し

た場合、または、入学時に 45 歳以上の方で、離職して２年以内の方が業務に従事した場合の

従事期間は３年間とします。） 
 

※返還が免除される保育所等については、県の「香川県保育学生修学支援事業運営要領」の第 11

に記載されておりますが、詳しくは、香川県社会福祉協議会にお問合せください。 

➢ 香川県内の保育所等において、勤務している間に、業務上の事由により死亡し、又は、業務に

起因する心身の故障により業務に従事することができなくなったとき。 

 

 

Ⅱ 返還の裁量免除 

 次の要件のいずれかに該当し、相続人または連帯保証人へ請求を行ってもなお、返還が難しい場

合、返還の債務の全部または一部を免除することができます。 

➢ 死亡し、又は障害により修学資金を返還することができなくなったとき 返還の債務の全部ま

たは一部 

➢ 長期間所在不明となっている場合等、修学資金を返還することが困難であると認められるとき 

返還の債務の全部または一部 

➢ 香川県内において２年以上業務に従事したとき 返還の債務の一部 

 

 

Ⅲ その他 

 公務員として行政事務等の保育士業務以外の業務に従事したときや人事異動等により、預かり保

育を実施していない幼稚園に異動になった場合は、その時点において、返還義務が生じることにな

りますので、ご注意ください。 
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◆６ 修学資金の返還 

 

Ⅰ 返還 

 修学資金の返還は、次のいずれかに該当する場合（災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由

がある場合は除きます。）に、運営要領の第 12により、返還を行わなければなりません。 

 

➢ 運営要領の第８の規定により修学資金の貸付契約が解除されたとき。 

➢ 養成施設卒業後１年以内に保育士登録簿に登録せず、又は香川県の区域で運営要領の第 11 の

(１)に規定する業務に従事しなかったとき。 

➢ 香川県の区域内において、運営要領の第 11 の(１)に規定する業務に従事する意思がなくなっ

たとき。 

➢ 業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により運営要領の第 11 の(１)に規定する業務に

従事できなくなったとき。 

 

 

Ⅱ 返還の当然猶予 

 修学資金を借り受けた方は、運営要領の第８の規定により、修学資金の貸付を取り消された後も

引き続き養成施設に在学している期間は、修学資金の返還の債務の履行の猶予を受けることができ

ます。 

 

 

Ⅲ 返還の裁量猶予 

修学資金を借り受けた方が、次のいずれかに該当する場合は、これらの事由が継続している期間、

履行期限がまだ到来していない修学資金の返還の債務の履行を猶予することができます。 

 

➢ 香川県の区域で運営要領の第 11の(１)に規定する業務に従事しているとき 

➢ 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない理由があるとき 
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Ⅳ 返還猶予の申請 

  返還の猶予を受けようとする方は、「保育士修学資金返還猶予申請書」（運営要領の様式第 10号）

に、次に掲げる書類を添えて香川県社会福祉協議会に提出してください。 

➢ 就学による場合にあっては、養成施設の長の発行する在学証明書 

➢ 就業による場合にあっては、業務に従事する施設又は団体の長が証明した「保育等業務従事届」

（運営要領の様式第 11号） 

➢ 上記以外の場合にあっては、申請の理由を証明する書類 

 

 

Ⅴ 延滞利子 

修学資金を借受けた方は、正当な理由がなく修学資金を返還しなければならない日までにこれを

返還しなかったときは、返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべき額

につき年３％の割合で計算した延滞利子を納めなければなりません。 
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規  程  集 
 

 

▪ 香川県保育学生修学支援事業運営要領・・・・・・・・・・１１～３９ 

▪ 保育士修学資金貸付等制度の運営について（抜粋） ・・・４０～４１ 
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香川県保育学生修学支援事業運営要領 

 

第１ 目的 

香川県保育士修学資金貸付事業に係る社会福祉法人香川県社会福祉協議会における事務処理要領

を定め、当該事業の円滑な運営に資することを目的とする。 

 

第２ 貸付対象等 

１ 保育士修学資金貸付の対象となる者（以下「貸付対象者」という。）は、原則として、児童福祉

法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 18条の６に基づき都道府県知事の指定する

保育士を養成する学校その他の施設（以下「養成施設」という。）に在学している者であり、かつ、

香川県に住民登録している者又は養成施設の学生となった前年度に香川県内で住民登録をしてい

た者であるとともに、卒業後香川県の区域（国立児童自立支援施設等において業務に従事する場

合は全国の区域とする。以下同じ。）において、第 11の（１）に規定する業務に従事しようとす

る者とする。 

２ 本修学資金の貸付は、優秀な学生であって、かつ、家庭の経済状況等から真に貸付が必要と認

められる者（独立法人日本学生支援機構が実施する第二種奨学金の対象となる者と同程度の経済

的理由により修学が困難な者）について行うものであり、選定にあたっては当該養成施設から推

薦を求めること等により公正かつ適切に行うものとする。ただし、貸付対象者の推薦を養成施設

へ求める場合にあっては、不当に特定の養成施設に貸付対象者が偏ることのないよう留意すると

ともに、適正な推薦を受ける観点から、常日頃から養成施設との密接な連携を図るものとする。 

３ 第６の２に規定する養成施設に在学する期間における生活費の一部の加算（以下「生活費加算」

という。）については、貧困が親から子へ連鎖する「貧困の連鎖」の防止の観点から、生活保護世

帯など経済的に困窮する世帯の子どもの社会的・経済的自立を実現するため、生活の安定に資す

る資格取得を支援するものであるので、次のいずれかに該当する者を貸付対象者とする。 

(１)貸付申請時に生活保護受給世帯の者 

(２)貸付申請時の前年度又は当該年度において次のいずれかの措置を受けた世帯の者 

①地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 295条第１項に基づく市町村民税の非課税 

②地方税法第 323条に基づく市町村民税の減免 

③国民年金法（昭和 34年法律第 141号）第 89条又は第 90条に基づく国民年金の掛金の減免 

④国民健康保険法（昭和 33年法律第 192号）第 77条に基づく保険料の減免又は徴収の猶予 

４ 第 11号の（１）に規定する中高年離職者については、離職証明等の客観的判断の可能な書類で

離職状況を確認する。 

 

第３ 貸付申請 

修学資金の貸付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、保育士修学資金貸付申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて香川県社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）に養成施

設を経て提出しなければならない。 

(１)世帯に関する届出書（様式第１号の２） 

(２)誓約書（様式第２号） 

(３)保育士養成施設の推薦書（様式第３号） 
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(４)レポート（200字以上 400字以下、様式は任意、手書き）  

(５)住民票（（申請者及び申請者と生計を一にする世帯員の住民票（謄本）と連帯保証人（住 

民票抄本）） 

 (６)世帯の収入を証明する書類（源泉徴収票の写し、確定申告書の写し等） 

(７)申請世帯における被扶養者が県外在住の学生の場合、被扶養者であることを確認できる書類

（源泉徴収票の写し、在学証明書等） 

 (８)貸付申請者の家庭が、生活保護受給世帯又は生活保護受給世帯に準ずる経済状況であること

を証明する次のいずれかの書類（該当する場合のみ） 

①福祉事務所長等が発行する生活保護受給証明書 

②第２の３の(２)の①を証明する書類 

③第２の３の(２)の②を証明する書類 

④第２の３の(２)の③を証明する書類 

⑤第２の３の(２)の④を証明する書類 

 (９)その他会長が必要と認める書類（該当する場合のみ） 

 

第４ 連帯保証人 

１ 申請者は、独立の生計を営む成年者の連帯保証人２名を立てなければならない。そのうち１名

は香川県内に居住する者でなければならない。 

２ 申請者が未成年者である場合には、連帯保証人のうち１名は申請者の法定代理人でなければ 

ならない。ただし、貸付を受けようとする者が児童養護施設、児童自立支援施設、児童心理治療

施設若しくは児童自立生活援助事業所に入所している児童又は里親若しくはファミリーホームに

委託中の児童であって、法定代理人を保証人として立てられないやむを得ない事情がある場合、

児童養護施設等の施設長（里親委託児童の場合は児童相談所長）の意見書等により、貸付を行う

ことで申請者の修業環境の確保が図られる場合には、保証人は法定代理人以外の者でも差し支え

ない。 

３ 連帯保証人は、申請者と連帯して債務を負担する。 

 

第５ 貸付決定の通知等 

会長は、貸付の決定をしたときは、養成施設を経て申請者に通知する。 

 

第６ 貸付の方法 

１ 貸付期間は、原則、第５の貸付決定日の属する年度の４月から２年間とするが、貸付決定日の

属する年度が正規の修学期間の最終年度の場合は、学費相当分（毎月 50,000円以内）の１年間に

相当する額を貸付するものとする。ただし、病気等真にやむを得ない事情によって留年した期間

はこの期間に含めるものとする。また、正規の修学期間が２年間を超える養成施設に在学してい

る場合は、２に掲げる額のうち学費相当分（毎月 50,000円以内）の２年間に相当する金額の範囲

内であれば正規の修学期間を貸付期間とすることができる。 

２ 貸付額は、毎月 50,000円以内とし、無利息で貸付する。ただし、当該養成施設に入学した日の

属する月の初日から１年（当該養成施設の正規の修学期間が４年の場合にあっては、２年）を経

過する日までの間に初回の貸付を受ける場合に限り、当該初回の貸付に入学準備金として
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200,000 円以内を加算することができるものとする。また、最終貸付時（正規の修学期間が２年

を超える養成施設に在学している学生にあっては、卒業年度の３月）に就職準備金として 200,000

円以内を貸付けることができるものとする。さらに、第２の３に規定する生活費加算については、

１月当たり、貸付対象者の貸付申請時の居住地の生活扶助基準の居宅（第１類）に掲げる額のう

ち、貸付対象者の年齢に対応する年齢区分の額に相当する額以内を加算することができるものと

する。ただし、学費相当分（毎月 50,000円以内）の貸付を行わずに、生活費加算分のみの貸付を

行うことはできない。また、生活費加算と生活保護の支給を同時に受けることはできない。 

第２の対象者であって月額の貸付を受けていない者に対しては、最終学年の開始時（４年制の

場合は４年開始時、２年制の場合は２年開始時）に、就職準備金のみ貸付けを行うことができる

ものとし、その場合の貸付額は、200,000 円以内とする。 

３ 修学資金の交付は原則年２回（卒業年度においては原則年３回）とし、第７で提出のあった口

座へ振込みを行う。なお、修学資金の交付に当たっては、在学証明書等をもって交付するものと

する。 

 

第７ 借用書等 

修学資金の貸付決定を受けた者（以下「借受人」という。）は、別に定める期間までに、保育士就

学資金振込口座申請書（様式第４号）及び決定した全額についての保育士修学資金借用書（様式第

５号）を会長に提出しなければならない。 

 

第８ 貸付契約の解除 

会長は、借受人が次のいずれかに該当したときは、修学資金の貸付契約を解除するものとする。 

(１)退学したとき。 

(２)心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。 

(３)学業の成績及び素行が著しく不良になったと認められるとき。 

(４)死亡したとき。 

(５)その他修学資金の貸付の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。 

 

第９ 貸付の休止 

会長は、借受人が休学したときは、復学した日の属する月までの期間、修学資金の貸付を行わな

いものとする。 

 

第 10 休学等 

借受人が、休学、停学、復学、留年及び退学した場合は、直ちに休学・停学・復学・留年・退学

届（様式第６号）を会長に提出しなければならない。 

 

第 11 返還の債務の当然免除 

借受人は、次のいずれかに該当するときは、修学資金の返還の債務の免除を受けることができる

ものとする。 

(１)養成施設を卒業した日から１年以内に法第 18 条の 18 の保育士登録を行い、香川県の区域

（国立児童自立支援施設等において業務に従事する場合は、全国の区域とする。以下同じ。）内
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の保育所児童の保護等、保育士修学資金貸付等制度の運営について」（こ成基第 19号こども家

庭庁成育局長通知令和５年６月７日）の７の（１）の②に定める施設等において児童の保護等

に従事し、かつ、５年間（過疎地域、離島若しくは中山間地域等において当該業務に従事した

場合又は入学時に 45 歳以上の者であって離職して２年以内の者（以下「中高年離職者」とい

う。）が当該業務に従事した場合にあっては３年間）引き続き（災害、疾病、負傷、その他やむ

を得ない事由により当該業務に従事できなかった場合は、引き続き当該業務に従事しているも

のとみなす。ただし、当該業務従事期間には算入しない。）これらの業務に従事したとき。 

ただし、従事先施設等の法人における人事異動等により、修学資金の貸付を受けた者の意思

によらず、香川県外において当該業務に従事した期間については、当該業務従事期間に算入し

て差し支えない。 

(２)(１)で規定する従事期間内に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障

により業務に従事することができなくなったとき。 

 

第 12 返還 

修学資金の返還は、次のいずれかに該当する場合（災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由

がある場合は除く。）に、会長が定める金額を、当該事由の生じた日の属する月の翌月から起算して

会長が定める期間（第 14又は第 15の規定により返還の債務の猶予をされたときは、その期間に当

該猶予期間を加えた期間）内に行わなければならない。 

(１)第８の規定により修学資金の貸付契約が解除されたとき。 

(２)養成施設卒業後１年以内に保育士登録簿に登録せず、又は香川県の区域で第 11 の(１)に規

定する業務に従事しなかったとき。 

(３)香川県の区域内において、第 11の(１)に規定する業務に従事する意思がなくなったとき。 

(４)業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により第 11 の(１)に規定する業務に従事でき

なくなったとき。 

 

第 13 返還の方法等 

１ 修学資金の返還は、月賦又は半年賦の均等払い方式によるものとする。ただし、繰り上げて返

還することを妨げない。 

２ 第 12 の(１)から(３)に掲げる事由が生じたことにより修学資金を返還しなければならなくな

った者は、その事由が生じた日（免除又は猶予の申請をしている場合にあっては、その申請の決

定を受けた日）から 15日以内に保育士修学資金返還計画申請書（様式第７号）を会長に提出しな

ければならない。 

 

第 14 返還の当然猶予 

借受人は、第８の規定により修学資金の貸付を解除された後も引き続き当該養成施設に在学して

いる期間は、修学資金の返還の債務の履行の猶予を受けることができるものとする。 

 

第 15 返還の裁量猶予 

会長は、借受人が次のいずれかに該当する場合は、当該掲げる事由が継続している期間、履行期

限の到来していない修学資金の返還の債務の履行を猶予することができるものとする。 
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(１)香川県の区域で第 11の(１)に規定する業務に従事しているとき。 

(２)災害、疾病、負傷、その他やむを得ない理由があるとき。ただし、「その他やむを得ない理由」

とは、例えば、育児休業等により第 11の（１）に規定する業務に従事することが困難であると

客観的に判断できる場合であること。 

 

第 16 返還の債務の裁量免除 

会長は、借受人が次のいずれかに該当する場合は、修学資金の返還の債務（既に返還を受けた金

額を除く。以下同じ。）を当該各号に定める範囲内において、免除することができるものとする。 

(１)死亡し、又は障害により貸付を受けた修学資金を返還することができなくなったときは返還

の債務の全部又は一部。ただし、相続人又は連帯保証人へ請求を行ってもなお、返還が困難で

あるなど、真にやむを得ない場合に限る。 

(２)長期間所在不明となっている場合等、修学資金を返還させることが困難であると認められる

場合であって、履行期限到来後に返還を請求した最初の日から５年以上経過したときは、返還

の債務の全部又は一部。ただし、相続人又は連帯保証人へ請求を行ってもなお、返還が困難で

あるなど、真にやむを得ない場合に限る。 

(３)香川県の区域内において２年以上第 11 の(１)に規定する業務に従事したとき、返還の債務

の一部 

 

第 17 裁量免除の額 

１ 裁量免除の額は、香川県の区域内で第 11の（１）に規定する業務に従事した月数を、貸付け

を受けた月数の２分の５（過疎地域、離島若しくは中山間地域等において当該業務に従事した者

又は中高年離職者（以下「中高年離職者等」という。）については２分の３)に相当する月数で

除して得た数値（この数値が１を超えるときは、１とする）を返還の債務の額に乗じて得た額と

する。 

２ 就職準備金のみの貸付けを行った場合の裁量免除の額は、香川県の区域内において、第 11の

（１）に規定する業務に従事した月数を、60（中高年離職者等については 36）で除して得た数

値（この数値が１を超えるときは、１とする）を返還の債務の額に乗じて得た額とする。 

 

第 18 免除又は猶予の申請 

１ 返還の免除を受けようとする者は、保育士修学資金返還免除申請書（様式第８号）に、次に掲

げる書類を添えて会長に提出しなければならない。 

(１)業務に従事した施設又は団体の長の発行する保育等業務従事期間証明書（様式第９号） 

(２)死亡、離職、災害、疾病等による場合にあっては、その状況を証する書類 

２ 返還の猶予を受けようとする者は、保育士修学資金返還猶予申請書（様式第 10号）に、次に掲

げる書類を添えて会長に提出しなければならない。 

(１)就学による場合にあっては、養成施設の長の発行する在学証明書 

(２)就業による場合にあっては、業務に従事する施設又は団体の長が証明した保育等業務従事届

（様式第 11号） 

(３)(１)又は(２)以外の場合にあっては、申請の理由を証明する書類 

３ 会長は、返還の免除又は猶予を決定したときは、その旨を申請者に通知する。 
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第 19 延滞利息 

借受人は、正当な理由なく修学資金を返還すべき日までにこれを返還しなかったときは、返還す

べき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべき額につき年３パーセントの割合で

計算した延滞利息を納めなければならない。 

ただし、当該延滞利息が払込の請求及び督促を行うための経費等、当該延滞利息を徴収するため

に要する費用に満たない少額なものと認められるときは、当該延滞利息を債権として調定しないこ

とができるものとする。 

 

第 20 従事期間 

１ 第 11の(１)及び第 16の(３)に規定する従事期間（以下「従事期間」という。）を計算する場合

においては、原則として月数によるものとする。 

２ 従事期間を計算する場合においては、香川県の区域で第 11 号の(１)に規定する業務に従事す

ることとなった日の属する月から従事しなくなった日の属する月までを算入するものとする。 

３ 借受人は、従事期間の確認のため、毎年度、保育等業務従事届（様式第 11号）を会長に提出し

なければならない。 

 

第 21 届出等義務 

借受人が、次の各号のいずれかに該当したときは、直ちに当該届を会長に提出しなければならな

い。 

(１)修学資金の貸付を辞退するとき 保育士修学資金貸付辞退届（様式第 12号） 

(２)氏名又は住所を変更したとき 氏名・住所変更届（様式第 13号） 

(３)保育士の登録をしたとき 保育士登録届（様式第 14号） 

(４)従事先が変更になったとき 保育士業務従事先変更届（様式第 15号） 

(５)借受人が従事期間中に休職又は復職したとき（様式第 16号） 

(６)借受人が死亡したとき 借受人死亡届（様式第 17号） 

(７)連帯保証人を変更したとき 連帯保証人変更申請書（様式第 18号） 

 

第 22 書類の経由 

この要領により会長に提出する書類は、その長を経由しなければならない。 

 

第 23 その他 

香川県社会福祉協議会は、この要領の趣旨を逸脱しない範囲において、地域の実情に即した効率

的かつ効果的な運営を行って差し支えないものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成 27年６月 25日から適用する。 

 附 則 

  この要領は、平成 28年５月 31日に施行し、平成 28年４月１日から適用する。 
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附 則 

  この要領は、平成 29年６月１日に施行し、平成 29年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要領は、平成 30年７月１日に施行し、平成 30年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要領は、令和元年６月 11日に施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要領は、令和元年７月 10日に施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要領は、令和元年 9月 2日に施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

  この要領は、令和２年５月 26日に施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月 26日に施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月 25日に施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和４年６月９日に施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和５年７月 10日に施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年３月 26日に施行し、令和６年 12月 17日から適用する。 

ただし、第６及び第 17の２の改正規定は、令和７年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年４月 23日に施行し、令和７年４月１日から適用する。 
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各 種 様 式 
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【様式第１号】 

保育士修学資金貸付申請書 

  年  月  日 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

フ リ ガ ナ  生年月日 

申請者氏名                  ㊞ 
 

  年  月  日（   歳） 

住   所 
〒   － 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

養成施設名  
入 学 年 月   年   月 

卒業予定年月   年   月 

種 別 保育士 

高等教育の

修学支援新

制度の対象 

対象者である・対象者でない・申請中 区分 第  区分（   /３） 

授業料等減免金額

（年額） 
授業料：        円   入学金：         円 

減免後の自己負担額

（年額） 
  授業料：        円   入学金：         円 

貸 付 期 間 

及 び 

貸付申請額 

   年   月   日から 

   年   月   日まで      か月間 

月  額           円（5万円以内） 

生 活 費 加 算 額           円（下記参照） 

入 学 準 備 金 円（20万円以内） 

就 職 準 備 金           円（20万円以内） 

総 額 円 

他の奨学金・

給付金等の

利用状況 

 

（有・無) 

 名称 利用期間 年額 状況 

高等教育の修学支援新

制度(給付型奨学金) 
 年 月～  年 月         円 

申請中・受給中 

卒業後返還（不要） 

  年 月～  年 月         円 
申請中・受給中・返済中 

卒業後返還（必要・不要） 

   年 月～  年 月         円 
申請中・受給中・返済中 

卒業後返還（必要・不要） 

【生活保護受給世帯等への生活費加算額等について】 

申請者居住地 生活費加算額（※） 

高松市 ２級地－１の年齢区分に応じた生活扶助基準（第１類）の額 

丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、 

直島町、宇多津町、琴平町、多度津町 
３級地－１の年齢区分に応じた生活扶助基準（第１類）の額 

さぬき市、東かがわ市、三豊市、土庄町、

小豆島町、三木町、綾川町、まんのう町 
３級地－２の年齢区分に応じた生活扶助基準（第１類）の額 

(※)生活費加算額  

◆加算額は、各年度の４月１日現在の基準を適用する。 

 ◆高等教育の修学支援新制度の給付型奨学金との併願は可とするが、生活費加算額の併用は不可。 

裏面につづく 
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【連帯保証人１】独立の生計を営む成年者 

フ リ ガ ナ  
生年月日 

 

  年  月  日（  歳） 氏 名               

申請者との

続 柄 
 

住 所 
〒   － 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

職 業  

所 得 金 額 

（昨年１年間） 
 

 

【連帯保証人２】独立の生計を営む成年者 

フ リ ガ ナ  
生年月日 

 

  年  月  日（  歳） 氏 名               

申請者との

続 柄 
 

住 所 
〒   － 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

職 業  

所 得 金 額 

（昨年１年間） 
 

（注１）独立の生計を営む成年者の連帯保証人２人を立てること。そのうち１名は香川県内に居住

する者とすること。ただし、申請者が未成年者である場合には、連帯保証人のうち１名は申請

者の法定代理人でなければならない。 

（注２）次の書類を添付すること。 

   ①世帯に関する届出書（様式第 1号の２） 

②誓約書（様式第２号） 

③保育士養成施設の推薦書（様式第３号）※養成施設側が作成 

④レポート（200字以上 400字以下、様式は任意、手書き） 

⑤住民票（申請者及び申請者と生計を一にする世帯員の住民票（謄本）と連帯保証人（住民 

 票抄本）） 

⑥世帯の収入を証明する書類（源泉徴収票の写し、確定申告書の写し等） 

⑦申請世帯における被扶養者が県外在住の学生の場合、被扶養者であることを確認できる書

類（扶養者の源泉徴収票の写し、在学証明書等） 

⑧貸付申請者の家庭が、生活保護受給世帯又は生活保護受給世帯に準ずる経済状況であること 

を証明する下記のいずれかの書類（該当する場合のみ） 

・福祉事務所長等が発行する生活保護受給証明書 

・地方税法第２９５条第１項に基づく市町村民税が非課税であることを証明する書類 

・地方税法第３２３条に基づく市町村民税の減税があることを証明する書類 

・国民年金法第８９条又は第９０条に基づく国民年金の掛金が減免されることを証明する書類 

・国民健康保険法第７７条の基づく保険料の減免又は徴収の猶予があることを証明する書類 

⑨その他会長が必要と認める書類（該当する場合のみ）※個別に対応します。 
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【様式第１号の２】 

世帯に関する届出書 

 
申請者氏名              ㊞ 

１ 世帯に関すること 

世 帯 人 員 （   ）人 
□本人  □父  □母  □兄弟姉妹（  ）人  □祖父母（  ）人 

□その他（                        ） 

障 害 者 の 有 無 
□無 
□有： 人数（   ）人 
＊「有」の場合は、身体障害者手帳等をコピーのうえ、封書にして添付してください。 

修学中の家

族 の 状 況 

 
本人と

の続柄 
氏名 年齢 在学している学校 （就学前の場合は未選択） 

国公立・ 

私立の別 
通学形態 

   小・中・高・高専( 年)・短大・大学・大学院・専修（高等課程・専門課程）・他(    ) 国公立・私立 自宅・自宅外 

   小・中・高・高専( 年)・短大・大学・大学院・専修（高等課程・専門課程）・他(    ) 国公立・私立 自宅・自宅外 

   小・中・高・高専( 年)・短大・大学・大学院・専修（高等課程・専門課程）・他(    ) 国公立・私立 自宅・自宅外 

   小・中・高・高専( 年)・短大・大学・大学院・専修（高等課程・専門課程）・他(    ) 国公立・私立 自宅・自宅外 

＊本人を除く、就学中・就学前の子について記入してください。 

 

２ 収入に関すること 

ふ り が な 

氏  名 

 

父 

□給与収入：    源泉徴収票の写しを添付 
□年金収入：    年金振込通知･額改定通知の写しを添付 
□給与･年金以外： 確定申告書の写しを添付  
□その他：（具体的に                ） 
□無 

 

ふ り が な 

氏  名 

 

母 

□給与収入：    源泉徴収票の写しを添付 
□年金収入：    年金振込通知･額改定通知の写しを添付 
□給与･年金以外： 確定申告書の写しを添付  
□その他：（具体的に                ） 
□無 

 

ふ り が な 

氏  名 

 父母に代わる家

計支持者 

(父母の収入の記

載がない場合) 

□給与収入：    源泉徴収票の写しを添付 
□年金収入：    年金振込通知･額改定通知の写しを添付 
□給与･年金以外： 確定申告書の写しを添付  
□その他：（具体的に                ） 
□無 

 

 

３ 支出に関すること（対象期間：申請日の前年の１月～12月） 

長期療養者

の 有 無 

□無 
□有：療養のために経常的に必要な１年間の支出（   ）万円 

＊医療費の領収書などのコピーを添付してください。 

主たる家計支

持者の別居

の 有 無 

□無 
□有：別居による家賃、光熱水費などの１年間の実費（   ）万円 

＊別居による家賃、光熱水費など、自己負担した費用の領収書のコピーを添付してください。会社
等で負担される分は除きます。 

火 災 ・ 風 水

害・盗難等の

被害の有無 

□無 

□有：長期（２年以上）にわたる支出の増加、収入の減少がある場合、その１年分の金額（   ）万円 

＊被害を受けたことの証明書（罹災証明書、盗難届の証明書など）と被害により生じた実費を証明

する領収書のコピーを添付してください。ただし、保険や損害賠償等によって補てんされた分は除き

ます。 

 

４ その他（申込みにあたり、特に説明を要することがあれば記載してください。） 
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【様式第２号】 

 

誓  約  書 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 

 保育士修学資金を借入するにあたり、香川県保育士修学資金貸付事業運営要領を守り、学生とし

ての品位を保つことはもちろん、卒業後は、香川県内で保育士として業務に従事するとともに、届

出その他義務について誠実に履行することを誓約します。 

 また、万が一、貸付金額返還の債務が生じたときは、期限内に確実に返還いたします。 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

            〔申請者〕 

              住 所_____________________________________________ 

 

              氏 名____________________________________________㊞ 

 

 

なお、香川県保育士修学資金の貸付については、次の者が連帯保証人として借入金返還の債務を

申請者と連帯して負担することを本人より同意を得ています。 

 

※申請者が記入すること 

 

            〔連帯保証人１〕 

              住 所______________________________________________ 

 

              氏 名______________________________________________ 

 

            〔連帯保証人２〕 

              住 所______________________________________________ 

 

              氏 名______________________________________________ 
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【様式第３号】 

指定保育士養成施設の推薦書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

推薦を受ける者の 

氏 名 
 

養 成 施 設 名 

（名称・学部学科名） 
 

学 年     年   月入学 第   学年 

点 数 

 

合計      点 

（内訳） 

①家庭の経済状況              点 

②学業優秀                 点 

③県内での就業意思             点 

④他の給付型奨学金等の利用状況       点 

⑤生活困窮者                点 

所 見 

推 薦 理 由 

（人物・成績等） 

 

 

 上記の者は、保育士修学資金の貸付を受ける者として適当であると認められるので推薦します。 

 

 

養成施設等の所在地 

 

養成施設等の名称 

 

養成施設等の長の職名及び氏名                ㊞ 
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【様式第４号】 

 

保育士修学資金振込口座（申込・変更）申請書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 

 私は、下記のとおり保育士修学資金振込口座を申請します。 

 

貸 付 番 号  

振 込 先 

金 融 機 関 

金 融 機 関 名 

                   銀行 

                   信金 

                   農協 

信組 

支 店 名  

預 金 種 別 普通預金  ・  当座預金 

口 座 番 号  

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義  

 

（注）１ 振込先金融機関口座は、必ず借受人本人の名義の口座であること。 

   ２ 振込先金融機関口座の通帳の写し、キャッシュカードの写し等、口座情報が分かるもの

を添付すること。 
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【様式第５号】 

 

保育士修学資金借用書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

借受人は、下記のとおり保育士修学資金を借用いたしました。 

ついては、香川県保育士修学資金貸付事業運営要領記載の遵守事項を固く守り、貴会の指示に従

って、下記の条件により相違なくその債務を履行いたします。 

 連帯保証人は、借受人が借用した修学資金の返還について、借受人と連帯してその返還の債務を

負担いたします。 

記 

 

貸 付 総 額          円也 
貸付決定 

番  号 
 

貸 付 総 額 

内 訳 

月  額                 円 

生 活 費 加 算 額                 円 

入 学 

準 備 金 
                円 

就 職 

準 備 金 
                円 

貸 付 期 間   年  月  日から    年  月  日（   月間） 

 

            

       〔借 受 人〕  住 所                         

                氏 名                   ㊞     

           

       〔連帯保証人１〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     

           

       〔連帯保証人２〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     

＜借受人が未成年である場合＞  

       〔法定代理人１〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     

            

       〔法定代理人２〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     
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〔裏面〕 

 

（注）１ 借受人、連帯保証人及び法定代理人の欄は、それぞれ本人が自署し、押印すること。 

２ 借受人及び連帯保証人は実印を押印し、その印鑑証明書を添付すること。但し、借受人

が未成年の場合は、実印以外でも差し支えない。 

３ 初回の貸付決定後、退学等による辞退または裁量免除により貸付総額に変更が生じた場

合は、速やかに本会へ届け出ること。変更後は、下記のとおり借用書を変更する。 

４ この貸付けは、租税特別措置法第９１条の３第２項の規定の適用により、印紙税が課さ

れません。 

 

 
 

【初回貸付決定額から変更が生じた場合】 

保育士修学資金借用書（変更後） 

貸 付 総 額         円也 
貸付決定 

番  号  

貸 付 総 額 

内 訳 

月  額                 円 

生 活 費 加 算 額                 円 

入 学 

準 備 金 
                円 

就 職 

準 備 金 
                円 

貸 付 期 間   年  月  日から    年  月  日（   月間） 

            

       〔借 受 人〕  住 所                         

                氏 名                   ㊞     

           

       〔連帯保証人１〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     

           

       〔連帯保証人２〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     

＜借受人が未成年である場合＞  

       〔法定代理人１〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     

            

       〔法定代理人２〕 住 所                         

                氏 名                   ㊞     
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【様式第６号】 

休学・停学・復学・留年・退学届 

  年  月  日 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記の事項について届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

事 項   休学  ・  停学  ・  復学  ・  留年  ・  退学 

事項が発生

し た 日 
  年  月  日 

期 間 

〔休学・停学〕    年  月  日から    年  月  日 

〔復学〕       年  月  日 

〔留年〕   年次    （卒業予定年月日）    年  月  日 

事項が発生

し た 理 由 
 

 

 上記のとおり相違ありません。 

 

  年  月  日 

 

養成施設等の所在地 

 

養成施設等の名称 

 

養成施設等の長の職名及び氏名                ㊞ 
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【様式第７号】 

保育士修学資金返還計画申請書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記により保育士修学資金を返還したいので申請します。 

 

フ リ ガ ナ  借受人との関係 貸付決定番号 

申請人氏名                  ㊞   

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

借受人氏名  

返

還

債

務

額 

①借用総額                 円 

②返還免除を受けた金額                 円 

③返還すべき金額 円（①－②） 

返

還

期

間 

①貸付期間 年  月  日から   年  月  日まで（   月間） 

②返還猶予を受けた期間 年  月  日から   年  月  日まで 

③返還期間 年  月  日から   年  月  日まで（   月間） 

返

還

方

法

等 

①返還方法   月 賦  ・  半年賦 

②返還回数           回 

③１回の返還額           円（最終回       円） 

返 還 事 由 

返還事由の発生年月日      年  月  日 

１ 修学資金の貸付を取り消された 

２ 保育士業務に従事する意思がなくなった 

３ 保育士登録簿に登録できなかった 

４ 香川県内において保育士業務に従事しなくなった 

５ 保育士業務の業務外の事由により死亡し、又は心身の故

障により業務に従事できなかった 

６ 返還の債務の返還猶予期間が終了した 
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【様式第８号】 

保育士修学資金返還免除申請書 

  年  月  日 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記により保育士修学資金返還の免除を受けたいので申請します。 

 

フ リ ガ ナ  借受人との関係 貸付決定番号 

申請人氏名                  ㊞   

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

借受人氏名  

返

還

債

務

額 

①借用総額                 円 

②既に返還免除を受けた金額                 円 

③返還済金額                 円 

④返還すべき金額 円（①－②－③） 

期

間 

①貸付期間 年  月  日から  年  月  日まで（   月間） 

②返還猶予を受けた期間 年  月  日から  年  月  日まで（   月間） 

返 還 債 務 の 免 除 申 請 額                    円 

返 還 免 除 事 由 が 発 生 し た 日   年  月  日 

免 除 事 由 留意事項と添付書類 

１ 保育士登録簿に登録したうえで、香川県内において

保育士業務に５年間(過疎地域、離島及び中山間地域等

において当該業務に従事した場合又は中高年離職者(入

学時に従事した４５歳以上の者であって、離職して２

年以内のものをいう。)が当該業務に従事した場合にあ

っては、３年間)従事した 

保育等業務従事期間証明書（様式第９号） 

２ 保育士業務の業務上の事由による死亡、又は心身の

故障のため当該業務を継続することができなくなった 

保育等業務従事期間証明書（様式第９号） 

下記欄に具体的に記載し、それを証明する書類 

３ 保育士登録簿に登録したうえで、貸付期間以上に香

川県内において保育士業務に従事した（５年未満） 

保育等業務従事期間証明書（様式第９号） 

下記欄に具体的に記載 

４ 業務外の事由による死亡、又は心身の故障のため返

還が困難となった 

保育等業務従事期間証明書（様式第９号） 

下記欄に具体的に記載し、それを証明する書類 

具 体 的 内 容  

就 業 の 状 況 

従事施設等の名称 業務内容 保育等業務従事期間 
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【様式第９号】 

保育等業務従事期間証明書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

  

貸付決定番号 

 

フ リ ガ ナ  生年月日 

借受人氏名                   ㊞   年  月  日（   歳） 

住   所 

〒   － 

 

 

 

上記の者は、次のとおり従事したことを証明します。 

証 明 期 間   年  月  日 から     年  月  日まで ・ 現 在 

従事先での職名 業務内容 従 事 期 間 

    年  月  日 から     年  月  日 

    年  月  日 から     年  月  日 

    年  月  日 から     年  月  日 

 

 

施設等の所在地 

 

施設等の名称 

 

施設等の長の職名及び氏名                ㊞ 

 

 

 

（注）複数の施設等で従事したときは、それぞれの施設毎に作成すること 
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【様式第１０号】 

 

保育士修学資金返還猶予申請書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記により保育士修学資金返還の猶予を受けたいので申請します。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

返

還

債

務

額 

①借用総額                 円 

②既に返還免除を受けた金額                 円 

③返還済金額                 円 

④返還すべき金額 円（①－②－③） 

期

間 

①貸付期間 年  月  日から  年  月  日まで（   月間） 

②今回の猶予申請期間 年  月  日から  年  月  日まで（   月間） 

返 還 猶 予 事 由 が 発 生 し た 日   年  月  日 

猶 予 事 由 留意事項と添付書類 

１ 貸付を取り消された後も引き続き養成施設等に在学している 在学証明書 

２ 養成施設等を卒業後さらに他種の養成施設等に在学している 在学証明書 

３ 香川県内において保育士業務に従事している 保育等業務従事届（様式第１１号） 

４ 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により返還の履

行が困難である 

下記欄に具体的に記載し、それを証明

する書類 

具 体 的 内 容  

 

 

  



32 

 

 

【様式第１１号】 

 

保 育 等 業 務 従 事 届 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 私は、下記のとおり指定の保育等業務に従事していることを届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

従 事 

施 設 名 称 
 

施設所在地 

〒   － 

 

 

業 務 内 容  

就 業 

年 月 日 
    年  月  日 から     年  月  日まで ／ 現在まで 

 

 

 上記のとおり相違ありません。 

 

  年  月  日 

 

施設等の所在地 

 

施設等の名称 

 

施設等の長の職名及び氏名                ㊞ 
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【様式第１２号】 

 

保育士修学資金貸付辞退届 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記の事項について届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借 受 人 氏 名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（  ）  － 〔携帯〕   －    － 

辞 退 期 日       年   月   日 

貸 付 決 定 額  ( 1 )                     円 

これまでの辞退額  ( 2 )                    円 

今回辞退する額  ( 3 )                    円 

辞 退 額 合 計 

( 4 ) （ ( 2 ) ＋ ( 3 ) ） 
                   円 

辞 退 後の 貸付 金 額 

(1)－(4) 
                    円 

辞 退 理 由 

（該当する方に〇印を

して記入してくださ

い。） 

１ 高等教育の修学支援新制度について       年度（前期分、

後期分）の授業料の自己負担額が      円から      円

になったため、その差額を辞退する。 

 

２ その他（具体的に理由を記入してください。） 
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【様式第１３号】 

 

氏 名 ・ 住 所 変 更 届 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記の事項について変更があったので届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

変更した者 借 受 人    ・    連帯保証人 

変更年月日   年  月  日 

 変 更 前 変 更 後 

氏 名   

住 所 

〒   － 

 

 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 

〔自宅〕 

（    ）   － 

〔自宅〕 

（    ）   － 

〔携帯〕 

   －    － 

〔携帯〕 

   －    － 

変 更 理 由  

 

（注）１ 住所の変更があった場合は、住民票抄本（本籍地、マイナンバーは不要）を添付するこ

と。 

     ２ 氏名の変更があった場合は、戸籍抄本を添付すること。 
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【様式第１４号】 

 

保 育 士 登 録 届 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

私は、下記のとおり保育士登録簿に登録されたので届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                 ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

登録を受け

た 資 格 
保 育 士 

登録年月日   年  月  日 

登 録 番 号  

 

（注）登録証の写し（Ａ４版に複写）を添付すること。 
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【様式第１５号】 

 

保 育 士 業 務 従 事 先 変 更 届 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記のとおり従事先を変更したので届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                 ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

従 事 

施 設 名 称 
 

施設所在地 

〒   － 

 

 

業 務 内 容  

就 業 

年 月 日 
  年  月  日 から  

 

 

 上記のとおり相違ありません。 

 

  年  月  日 

 

施設等の所在地 

 

施設等の名称 

 

施設等の長の職名及び氏名                ㊞ 
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【様式第１６号】 

休 職 ・ 復 職 届 

 

   年   月   日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

下記の事項について、届け出ます。 

届出事項 届  出  内  容 

届出者氏名 

フリガナ 貸付決定番号 

  

住  所 

〒   － 

電話番号 自宅（   ）   － 携帯（   ）   － 

休 職 
休職開始日 

休職終了予定日 

     年   月   日 

     年   月   日 

復 職 復帰日      年   月   日 

貸 付 期 間    年   月   日 ～   年   月   日 

（理由） 

 

 

（注）＊必ず届出事項欄の「休職」又は「復職」に○を付けてください。 

 

 

上記のとおりであることを証明します。 

    年   月   日 

香川県社会福祉協議会会長 様 

 

（従事先） 

所在地 〒   － 

 

名    称 

管理者職名 

氏   名                           ㊞ 

 

 

 

 

 

 



38 

 

 

【様式第１７号】 

 

借 受 人 死 亡 届 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 保育士修学資金の貸付を受けた者が死亡したので、証明書類を添えて届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

届出者氏名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

借受人氏名  

借 受 人 

と の 関 係 
 

死亡年月日   年  月  日 

死 亡 時 の 

状 況 

１ 養成施設等に在学していた 

２ 他種の養成施設等に在学していた 

３ 保育士業務に従事していた 

４ 保育士業務等以外の業務に従事していた 

５ その他（                               ） 

死 亡 事 由  

 

（注）死亡を証明できる書類を添付すること。 
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【様式第１８号】 

連帯保証人変更申請書 

 

  年  月  日 

 

社会福祉法人 香川県社会福祉協議会会長 様 

 

 下記のとおり連帯保証人を変更したいので関係書類を添えて申請します。 

 

フ リ ガ ナ  貸付決定番号 

借受人氏名                  ㊞  

住   所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）   － 〔携帯〕   －    － 

申

請

内

容 

現

在 

フ リ ガ ナ  

氏 名                            ㊞ 

新

た

な

連

帯

保

証

人 

フ リ ガ ナ  

氏 名                            ㊞ 

申請者との 

続 柄 
 

住 所 

〒   － 

 

 

電 話 番 号 〔自宅〕（   ）  － 〔携帯〕  －   － 

職 業  

所 得 金 額 

（昨年１年間） 
 

変 更 の 理 由  

 

 借受人      が香川県社会福祉協議会から貸付を受けた保育士修学資金の返還をしなけ

ればならないときは、借受人と連帯してその返還の債務を負担します。 

 

 

〔新たな連帯保証人〕   氏 名                    ㊞ 

 

 

（注）新たな連帯保証人となる者の印鑑証明書、住民票、所得証明書を添付すること。 
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保育士修学資金貸付等制度の運営について（抜粋） 

 

７ 返還の債務の当然免除について 

（１）保育士修学資金貸付 

① 要綱第８の（１）の①に規定する「国立児童自立支援施設等」には、国立高度専門医療

研究センター又は独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関であって児童福祉法

（昭和22 年法律第164 号）第27 条第２項の委託を受けた施設、肢体不自由児施設「整

肢療護園」及び重症心身障害児施設「むらさき愛育園」を含むものとする。 

② 要綱第８の（１）の①に規定する「従事先施設」とは、次のアからコの施設等とする。 

ア 児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する「児童発達支援センターその他の内閣府

令で定める施設」、同条第３項に規定する「児童発達支援センターその他の内閣府令

で定める施設」、第７条に規定する「児童福祉施設（保育所を含む）」、同法第１２

条の４に規定する「児童を一時保護する施設」及び同法第１８条の６に規定する「指

定保育士養成施設」 

イ 学校教育法（昭和22 年法律第26 号）第１条に規定する「幼稚園」のうち次に掲げる

もの 

・ 教育時間の終了後等に行う教育活動（預かり保育）を常時実施している施設 

・ ウに定める「認定こども園」への移行を予定している施設 

ウ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18 

年法律第77 号以下「認定こども園法」という。）第２条第６項に規定する「認定こど

も園」 

エ 児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する事業であって、同法第３４

条の １５第１項の規定により市町村が行うもの及び同条第２項の規定による認可を受

けたもの 

オ 児童福祉法第６条の３第１３項に規定する「病児保育事業」であって、同法第３４条

の１８第１項の規定による届出を行ったもの 

カ 児童福祉法第６条の３第２項に規定する「放課後児童健全育成事業」であって、同法

第３４条の８第１項の規定により市町村が行うもの及び同条第２項の規定による届出

を行ったもの 

キ 児童福祉法第６条の３第７項に規定する「一時預かり事業」であって、同法第３４条

の１２第１項の規定による届出を行ったもの 

ク 児童福祉法第６条の３第２３項に規定する「乳児等通園支援事業」であって、同法第

34 条の15 第１項の規定により市町村が行うもの及び同条第２項の規定による認可を

受けたもの 

ケ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条第１項第４号に規定する

離島その他の地域において特例保育を実施する施設 

コ 児童福祉法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務又は第３９条第１項に

規定する業務を目的とする施設であって同法第３４条の１５第２項、第３５条第４項

の認可又は認定こども園法第１７条第１項の認可を受けていないもの（認可外保育施
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設）のうち、次に掲げるもの 

ⅰ）児童福祉法第５９条の２の規定により届出をした施設 

ⅱ）ⅰ）に掲げるもののほか、都道府県等が事業の届出をするものと定めた施設であ

って、当該届出をした施設 

ⅲ）雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１１６条に定める事業所内

保育施設設置・運営等支援助成金の助成を受けている施設 

ⅳ）「看護職員確保対策事業等の実施について」（平成22 年3 月24 日医政発0324 第

21号）に定める病院内保育所運営事業の助成を受けている施設 

ⅴ）国、都道府県又は市町村が設置する児童福祉法第６条の３第９項から第１２項ま

でに規定する業務又は同法第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設 

サ 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項に規定する仕事・子育て両立支援事業の

うち、「企業主導型保育事業等の実施について」（令和５年６月27 日こ成保第70号こ

ども家庭庁成育局長通知）の別紙「企業主導型保育事業費補助金実施要綱」の第２の

１に定める企業主導型保育事業 

  ③ 1要綱第８の（１）の①に規定する「過疎地域、離島若しくは中山間地域等」とは、次の

アからコの地域等とする 。 

ア 過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19 号）

第２条第１項に規定する区域又は同法の規定により過疎地域とみなされる区域をいう。） 

イ 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定により指定された離島振興

対策実施地域 

ウ 奄美群島（奄美群島振興開発特別措置法(昭和 29 年法律第 189 号)第１条に規定する

奄美群島） 

エ 豪雪地帯及び特別豪雪地域（豪雪地帯対策特別措置法(昭和37 年法律第73 号)第２条第

１項に規定する豪雪地帯及び同条第２項の規定により指定された特別豪雪地帯） 

オ 辺地（辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律(昭

和 37 年法律第 88 号)第２条第１項に規定する辺地） 

カ 振興山村（山村振興法 昭和 40 年法律第 64 号)第７条第１項の規定により指定された

振興山村） 

キ 小笠原諸島（小笠原諸島振興開発特別措置法(昭和44 年法律第79 号)第４条第１項に規

定する小笠原諸島） 

ク 半島振興対策実施地域（半島振興法(昭和 60 年法律第 63 号)第２条第１項の規定によ

り指定された半島振興対策実施地域） 

ケ 特定農山村地域（特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進

に関する法律(平成５年法律第 72 号)第２条第１項に規定する特定農山村地域） 

コ 沖縄の離島（沖縄振興特別措置法(平成 14 年法律第 14 号)第３条第３号に規定する離

島） 

④ 保育士登録を行った者が要綱第８の（１）の①に規定する業務に従事することができな

かった場合であって、養成施設卒業後１年以内に要綱第８の（１）の①に規定する職種

以外の職種に採用された者については、都道府県知事が本人の申請に基づき要綱第８の

（１）の①に規定する業務に従事する意思があると認めた場合、要綱第８の（１）の①

及び第９の（２）に規定する「養成施設を卒業した日から１年以内」を「養成施設を卒

業した日から２年以内」と読み替えて差し支えないこと。 

⑤ 要綱第１０の２の（２）に規定する「その他やむを得ない事由」は、例えば育児休業等

により要綱第８の（１）の①に規定する業務に従事することが困難であると客観的に判

断できる場合であること。 


